
研 究 成 果

１．農業法人の存在感と持続可能性
　日本農業における法人経営体数は2010年から
2023年の間に1.5倍（2.2→3.3万経営体）になりま
した（１）。さらに、2020年には、法人その他団体経
営体が占める経営耕地面積割合は23.4%、同農産物
販売金額のシェアは37.9％となっています（農林水
産省，2023）。このように存在感を増す農業法人は
その政策的位置付けも明確化されており、2024年
の食料・農業・農村基本法の一部改正では、農業法
人の経営基盤の強化が初めて明記されました。ま
た、同改正では「環境と調和のとれた食料システム
の確立」が基本理念として新設されたことから、今
後は、農業法人にとっても地域社会や自然環境の持
続可能性への貢献と経営基盤の強化の両立が重要な
経営課題となるでしょう。ところが、この両立の実
現可能性に関する理論的及び実証的検討はともに不
足しています。
２．企業の持続可能な活動による価値創造
　企業における持続可能な活動と経済性の両立こそ
が企業の競争力を高める経営戦略であるという考え
方を「共通価値の創造（Creating Shared Value, 
CSV）」と呼びます（Porter and Kramer, 2011）。
この概念はまず経済界に大きな影響を与えました。
例えば、1990年代以前にはまさしく社会貢献活動
と認識されていたCSR（Corporate Social Respon-
sibility）が2000年代以降は企業経営の本質に関わ
る活動と認識され始めました。経済同友会の調査に
よれば、CSRを「経営の中核」と評価する経営者の
割合は2014年には71%にのぼり（江川，2018）、国
際的な調査でも64%のCEOが同様の認識に至って
います（PwC，2016）。さらに、経済産業省は「課
題解決とビジネスを両立させること」をSDGs経営
と定義し（経済産業省，2019）、東京証券取引所は、 
ESG（Environment, Social, Governance）投資を
呼び込むために、自社が取り組むESG課題と企業戦
略との関係を企業が明確にすることの重要性を強調
しています（株式会社日本取引所グループ・株式会
社東京証券取引所，2020）。以上の流れから、少な
くとも大企業・上場企業を中心に今やCSVは主要な
戦略オプションとなっていると判断できます。
　それでは持続可能な活動と経済性の関係性の実態
はどのようになっているのでしょうか。ここでは
CSVよりも研究蓄積のあるCSRに関する研究を概観
します。結論として、複数の実証結果をまとめたメ
タアナリシスによれば、CSRは企業の評判、ステー
クホルダーとの関係構築、リスク低減、イノベー
ションへの影響を通じて経済的成果を高めていまし
た（Vishwanathan et al., 2020）。さらに、この研
究では、上記の４つの要素はCSRと経済的成果の関
係の20%しか説明できておらず、このほかのメカ
ニズムを通じてCSRは経済的成果に貢献しているは
ずであると指摘しています。例えば、CSRは従業員
の職務満足や組織市民行動（職務上の公式な要求で
はないが組織の有効性を高める個人の貢献）にも影

響しています（Pérez et al., 2018）。中小企業の場
合でもCSRと経済的な競争力の向上には正の関係が
ありますが（Turyakira et al., 2014）、そもそも大
企業と比較すると中小企業はCSRに消極的という結
果もあります（Perrini et al., 2007）。
３．農業法人の価値創造プロセスの実証
　このように中小企業の方が持続可能な活動と経済
性の両立には課題があると考えられ、農業法人の場
合もその両立の可否が研究課題となります。そこで
参考にしたのが価値創造プロセス（Integrated Re-
porting, 2021）です。この枠組みでは事業活動と
そのアウトプット（生産物や提供サービス）が多様
な経営資本（財務、製造、知的、人的、社会・関係、
自然）に及ぼす影響（アウトカム）に着目します。
　データには2022年度に日本農業法人協会が実施
した実態調査の結果を用います。1,205件の回答を
用いて、59項目の持続可能な活動の有無、６種類
の経営資本の変化の主観的評価、２種類の財務的成
果を把握しました。
　まず、実施割合の高い活動を挙げれば、環境に対
しては「堆肥の利用」（58.1％）、地域社会や消費者
に対しては「トレーサビリティの確保」（39.1％）、
従業員に対しては「定期健診の実施」（76.3％）が
主な活動でした。
　次に、因子分析により59項目の持続可能な活動
の軸を析出すると、従業員への配慮、社会や自然と
の共生、持続的な畜産、持続的な農地利用、気候変
動対策、農福連携という６つの因子が特定されまし
た。
　特定された因子を用いて、持続可能な活動→経営
資本→財務的成果の関係を明らかにするために構造
方程式モデリングを適用しました。その際、６種類
の経営資本に影響する潜在変数として「価値創造
力」を定義して、持続可能な活動の価値創造力への
影響を分析しました。その結果が図１です。この結
果から明らかなことは、第一に、６つの因子は価値
創造力と正の関係にあるということです（「持続的
な畜産」の係数は畜産法人でのみ正で有意）。つま
り、持続可能な活動には様々な経営資本を改善・蓄
積していくポテンシャルがあることが示唆されま
す。第二に、価値創造力は経常利益率や売上高成長
率と正の関係があります。これは、経営資本の蓄
積・改善が財務的成果にもしっかりと影響しうるこ
とを示しています。第三に、それぞれの持続可能な
活動が価値創造力への影響を通じて財務的成果に与
える間接効果は６つの因子について正で有意（５％
有意水準）でした（「持続的な畜産」のみ畜産経営
に限定）。
　以上の分析より、農業法人においても持続可能な
活動は経済性と両立可能であり、さらに、その過程
で多様な経営資本の改善・蓄積が達成されているこ
とが示唆されます。つまり、農業法人において持続
可能な活動は単なる社会貢献活動ではなく競争力を
高めるための経営戦略であり、すでにCSVが実践さ
れていることを示しています。
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４．価値創造の要因解明と影響評価に向けて
　ところが、上記の定量分析からは価値創造に至る
メカニズムは明確に示されていません。そこで、追
加分析として９件の農業法人の価値創造プロセスに
関する実態調査を実施しました。その結果、持続可
能な活動が経営にインパクトを与えるためには、活
動を経営課題と明確に結びつけて実践することが重
要であることがわかりました。例えば、ある野菜作
法人では、近年の肥料価格や燃料代の高騰に対し
て、独自のノウハウを用いて有機質肥料（下水汚
泥）を活用し、ゴミも肥料化・燃料化して対応した
結果、肥料代や燃料代のコストダウンを達成してい
ます。その他にも、全国的に農業における労働力不
足が深刻になる中、障害者雇用で農福連携を推進
し、同時に、JGAPの取得により労働環境の整備を
進めてきました。その結果、障害者でも健常者と同
水準の作業が可能となり、給与水準も同等を保って
います。また、ある果樹法人では若手従業員の育成
という課題とみかん加工で発生する皮という廃棄物
を活用した加工品開発プロジェクトを結びつけると
いった事例もありました。さらに、これらの活動が
影響する経営資本も農業法人ごとに異なることも明
らかになっています。
　つまり、全ての農業法人に共通して取り組むべき持
続可能な活動があるわけではなく、各社の経営課題
に沿った活動を選び出しビジネスモデルにまで昇華さ
せることが農業法人には求められていると言えます。
５．持続可能な活動と経営課題
　農業法人にとって持続可能な活動と経済性の両立
が可能だとして、残された研究課題は何でしょう
か。一つには、その両立を達成するための規定要因
の解明が求められます。CSVのレビュー論文によれ
ば、経営戦略・リーダーシップ・組織能力が重要と
されています（Menghwar and Daood, 2021）。ま
た、実際に社会や自然環境に創出される価値を評価

図１　�価値創造プロセスに関する構造方程式モデリ
ング

出典：筆者作成。
注１）：�n＝888。推定方法（WLSMV, lavaan package, R）。適合

度（scaled CFI ＝ 0.91, scaled RMSEA ＝ 0.03, AGFI ＝
0.98）。有意な係数のみ表示。操業年数、log（従業員等
人数）、畜産ダミーから価値創造力、経常利益率、売上
高成長率のパスは省略。+p＜0.1；＊p＜0.05；＊＊p＜0.01。
括弧内は畜産ダミーとの交差項の結果を示す。
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する取組も不足しており、この成果のモニタリング
こそがCSVの有効性を高め、より大きなインパクト
を社会にもたらすために必須とされています（Por-
ter et al., 2012）。今後ますます影響力を強める農業
法人の適切な評価は日本農業の重要課題となってい
くでしょう。

（1）2010年の数値は2010年農林業センサス、2023年の数値は令
和６年農業構造動態調査結果を参照。
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